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Ⅰ　交通

６.交通・産業

第６－１表　路線・駅別１日平均乗降客数

①東横・大井町・目黒・田園都市・井の頭の各線は、各年度の１日平均。

②山手線は乗車人員のみの数。四捨五入のため、各駅の乗車人員と、定期・定期外の合計値とは合わないことがある。

③東横線の（　）内は、中目黒駅については東京地下鉄日比谷線、自由が丘駅については大井町線乗降客を除いた数。

④東横線の総数には、中目黒駅の東京地下鉄日比谷線乗降客と、東横線自由が丘駅の大井町線乗降客数を含む。

⑤大井町線自由が丘駅の（　）内は、東横線乗降客数を除いた数。

⑥大井町線の総数には、大井町線自由が丘駅の東横線乗降客数を含む。

東急電鉄（株）・京王電鉄（株）・東日本旅客鉄道（株）調べ。

６６．．交交通通・・産産業業

ⅠⅠ　　交交通通

第第６６－－１１表表　　路路線線・・駅駅別別11日日平平均均乗乗降降客客数数

路線・駅別

東東 横横 線線 人人 人人 人人 人人 人人
中中　　　　目目　　　　黒黒

定　　　期

定　期　外

祐祐　　　　天天　　　　寺寺
定　　　期
定　期　外

学学　　芸芸　　大大　　学学
定　　　期
定　期　外

都都　　立立　　大大　　学学
定　　　期
定　期　外

自自　　由由　　がが　　丘丘

定　　　期

定　期　外

大大 井井 町町 線線 人人 人人 人人 人人 人人
自自　　由由　　がが　　丘丘

定　　　期

定　期　外

緑緑　　　　がが　　　　丘丘
定　　　期
定　期　外

目目 黒黒 線線 人人 人人 人人 人人 人人
洗洗　　　　　　　　　　足足

定　　　期
定　期　外

田田 園園 都都 市市 線線 人人 人人 人人 人人 人人
池池　　尻尻　　大大　　橋橋

定　　　期
定　期　外

井井 のの 頭頭 線線 人人 人人 人人 人人 人人
駒駒  場場  東東  大大  前前

定　　　期
定　期　外

山山 手手 線線 人人 人人 人人 人人 人人
目目　　　　　　　　　　黒黒

定　　　期
定　期　外

恵恵　　　　比比　　　　寿寿
定　　　期
定　期　外

東急電鉄（株）・京王電鉄（株）・東日本旅客鉄道（株）調べ。

②山手線は乗車人員のみの数。四捨五入のため、各駅の乗車人員と、定期・定期外の合計値とは合わないことがある。
①東横・大井町・目黒・田園都市・井の頭の各線は、各年度の１日平均。

③東横線の（　）内は、中目黒駅については東京地下鉄日比谷線、自由が丘駅については大井町線乗降客を除いた数。
④東横線の総数には、中目黒駅の東京地下鉄日比谷線乗降客と、東横線自由が丘駅の大井町線乗降客数を含む。

⑥大井町線の総数には、大井町線自由が丘駅の東横線乗降客数を含む。
⑤大井町線自由が丘駅の（　）内は、東横線乗降客数を除いた数。

平成28年度 29　年　度 30　年　度 令和元年度 2　年　度
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　区内に多い産業としては、各種小売業、飲食店、各種不動産業、洗濯・理容・美容・浴場業などの

生活関連サービス業、各種卸売業、医療業が挙げられる。

　産業構成を23区と比較すると、「卸売業、小売業、宿泊業、飲食サービス業」、「学術研究、専門・技術サー

ビス業、生活関連サービス業、娯楽業、教育、学習支援業、医療、福祉、複合サービス事業、サービス業」、

「不動産業、物品賃貸業」の比率が高く、製造業及び建設業の比率が低くなっている。

　規模別の事業所数は、1 ～ 4 人が 57％を占め、これに 5 ～ 9 人を加えると全事業所数の 78％を占め

ている。

　産業中分類別事業者数は、「飲食店」、「不動産賃貸業・管理業」、「その他の小売業」、「洗濯・理容・

美容・浴場業」、「医療業」の順で多く、従業者数では、「飲食店」、「医療業」、「飲食料品小売業」、「社

会保険・社会福祉・介護事業」、「その他の事業サービス業」の順で多くなっている。

　事業所数及び従業員数全体の平成 21 年度からの推移を見ると、事業所数は横ばい、従業員数は増

加した調査年もあったが、概ね減少傾向である。

　卸売業・小売業における商店数・従業者数及び年間販売額は、単純比較はできないが、平成 19 年

商業統計調査からの推移を見ると、大幅な減少傾向にあったところから持ち直している。

Ⅱ　産業

第６－１図　産業別事業所数の推移

※平成 13 年～平成 18 年は日本標準産業分類第 11 回改定 (平成 14 年 3 月）により、平成 21 年及び平成 24 年は日本標準産業分類第 12 回

改定 (平成 19 年 11 月 ) により、平成 26 年及び平成 28 年は日本標準産業分類第 13 回改定 (平成 25 年 10 月 ) により分類した。

61_02_6-1図_産業経済・消費生活課.xlsx

平成8 13 16 18 21 24 26 28
卸・小売業 6,144 5,757 5,384 5,465 5,126 4,540 4,999 4,740
サービス業 3,881 3,598 3,294 3,767 4,036 3,447 4,041 3,791
製造業 1,402 1,031 900 799 738 595 590 518
不動産業 1,293 1,265 1,276 1,324 1,455 1,295 1,429 1,261
建設業 782 655 632 604 596 498 508 472

運輸・通信業 310 485 444 474 574 429 491 461
※平成13年～平成18年は日本標準産業分類第11回改定(平成14年3月）により、平成21年及び平成24年は日本標準産業分類第12回改定(平成19年11月)により、平成26年及び平成28年は日本標準産業分類第13回改定(平成25年10月)により分類した。

卸・小売業　→卸売業、小売業、宿泊業、飲食サービス業

サービス業　→学術研究、専門・技術サービス業、生活関連サービス業、娯楽業、教育、学習支援業、医療、福祉、複合サービス事業、サービス業、公務

製造業　　　→製造業

不動産業　　→不動産業、物品賃貸業

建設業　　　→建設業

運輸・通信業→情報通信業、運輸業、郵便業

第第６６－－１１図図　　産産業業別別事事業業所所数数のの推推移移

平成18年以前は「事業所・企業統計調査報告」、平成21年及び平成26年は「経済センサス-基礎調査」、平成24年及び平成28年は「経済センサス-活動調査」によるため、調査方法が若干異なるほか、平成24年につい
ては国・地方公共団体の事業者は調査対象から除かれている。
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卸・小売業 サービス業
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建設業 運輸・通信業

卸・小売業　→卸売業、小売業、宿泊業、飲食サービス業

サービス業　→学術研究、専門・技術サービス業、生活関連サービス業、娯楽業、教育、学習支援業、医療、

　　　　　　　福祉、複合サービス事業、サービス業、公務

製造業　　　→製造業　　　　　　　　不動産業　　→不動産業、物品賃貸業

建設業　　　→建設業　　　　　　　　運輸・通信業→情報通信業、運輸業、郵便業

平成 18 年以前は「事業所・企業統計調査報告」、平成 21 年及び平成 26 年は「経済センサス -基礎調査」、平成 24 年及び平成 28 年は「経

済センサス -活動調査」によるため、調査方法が若干異なるほか、平成 24 年については国・地方公共団体の事業者は調査対象から除かれ

ている。
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第６－２図　産業構成と２３区との比較

第６－２表　産業大分類別・規模別の事業所数

	 　平成 28 年 6 月 1 日現在。「平成 28 年経済センサス－活動調査」による。

	 　国・地方公共団体の事業者は「その他」に含む。

平成 28 年 6 月 1 日現在。

「平成 28 年経済センサス -活動調査」による。

62_01_6-2図_産業経済・消費生活課.xlsx

目目黒黒区区 ２３区
卸売業、小売業、宿泊業、飲食サービス業 41.6% 38.9%

学術研究、専門・技術サービス業、生活関連サービス業、娯楽業、教育、学習支援業、医療、福祉、複合サービス事業、サービス業 33.3% 30.4%
製造業 4.5% 7.4%

不動産業、物品賃貸業 11.1% 9.1%
建設業 4.1% 5.7%
その他 5.4% 8.5%

平成28年6月1日現在。「平成28年経済センサス－活動調査」による。

国・地方公共団体の事業者は「その他」に含む。

第第６６－－２２図図　　産産業業構構成成とと２２３３区区ととのの比比較較
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62_02_6-2表_産業経済・消費生活課.xlsx
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業

、
医

療

、
福

祉

、
複

合

サ
ー

ビ
ス
事
業

、
サ
ー

ビ
ス
業

総総　　　　　　　　数数 1111,,338899 66 11 447722 551188 44,,774400 113366 11,,226611 446611 33 33,,779911

1～4人 66,,448822 2 1 255 293 2,590 48 1,007 190 1 2,095

5～9人 22,,339988 － － 123 104 1,055 18 169 79 1 849

10～19人 11,,335577 4 － 50 59 629 24 51 79 － 461

20～29人 446633 － － 18 18 223 15 14 30 － 145

30～49人 331188 － － 17 17 127 18 8 34 － 97

50～99人 118888 － － 7 14 64 10 6 21 1 65

100～299人 9966 － － 2 9 27 － 2 17 － 39

300～499人 2211 － － － 1 6 － － 4 － 10

500人以上 1166 － － － － 3 1 － 4 － 8

 他からの
出向・派遣
従業者のみ

5500 － － － 3 16 2 4 3 － 22

平成28年6月1日現在。

「平成28年経済センサス-活動調査」による。

第第６６－－２２表表　　産産業業大大分分類類別別・・規規模模別別のの事事業業所所数数



63

第６－３表　産業中分類別事業所数および従業者数
（単位：所・人）

平成 28 年 6 月 1 日現在。 「平成 28 年経済センサス -活動調査」による（公務は調査対象外のため含まない）。

63_01_6-3表_産業経済・消費生活課.xlsx

第第６６－－３３表表　　産産業業中中分分類類別別事事業業所所数数おおよよびび従従業業者者数数 （単位：所・人）

産　業　中　分　類　別 事業所数 従業者数 産　業　中　分　類　別 事業所数 従業者数

総総　　　　　　　　　　数数 1111,,338899 112222,,446666 II　　卸卸売売業業、、小小売売業業 22,,992200 3311,,008811
AA　　農農　　業業、、林林　　業業 66 5500 各種商品卸売業 2 7
　　農業 5 48 繊維・衣服等卸売業 151 2,648
　　林業 1 2 飲食料品卸売業 114 1,527
BB　　漁漁　　　　　　業業 －－ －－ 建築材料、鉱物・金属材料等卸売業 113 1,172
　　漁業(水産養殖業を除く) － － 機械器具卸売業 170 2,562
　　水産養殖業 － － その他の卸売業 188 3,535
CC　　鉱鉱業業、、採採石石業業、、砂砂利利採採取取業業 11 44 各種商品小売業 6 1,258
　　鉱業、採石業、砂利採取業 1 4 織物・衣服・身の回り品小売業 507 2,922
DD　　建建　　設設　　業業 447722 33,,888833 飲食料品小売業 596 8,455

総合工事業 182 1,749 機械器具小売業 167 1,439
職別工事業（設備工事業を除く） 157 880 その他の小売業 821 4,707
設備工事業 133 1,254 無店舗小売業 83 787

小売業内格付不能 2 62
EE　　製製　　造造　　業業 551188 55,,993366 JJ　　金金融融業業、、保保険険業業 113366 22,,881188

食料品製造業 49 1,953 銀行業 33 1,626
飲料・たばこ・飼料製造業 3 7 協同組織金融業 21 425
繊維工業 42 235 貸金業・クレジットカード業等非預金信用機関 10 39
木材・木製品製造業（家具を除く） 1 4 金融商品取引業・商品先物取引業 14 220
家具・装備品製造業 16 64 補助的金融業等 5 89
パルプ・紙・紙加工品製造業 10 48 保険業（保険媒介代理業、保険サービス業を含む） 53 419
印刷・同関連業 57 606
化学工業 8 80 KK　　不不動動産産業業、、物物品品賃賃貸貸業業 11,,226611 55,,118899
石油製品・石炭製品製造業 － － 不動産取引業 275 1,779
プラスチック製品製造業（別掲を除く） 25 123 不動産賃貸業・管理業 940 2,842
ゴム製品製造業 3 23 物品賃貸業 43 515
なめし革・同製品・毛皮製造業 4 16 不動産業内格付不能 3 53
窯業・土石製品製造業 7 69 LL　　学学術術研研究究、、専専門門・・技技術術ササーービビスス業業 771100 77,,778811
鉄鋼業 2 21 学術・開発研究機関 16 973
非鉄金属製造業 8 48 専門サービス業（他に分類されないもの） 425 2,839
金属製品製造業 61 342 広告業 39 527
はん用機械器具製造業 23 213 技術サービス業（他に分類されないもの） 230 3,442
生産用機械器具製造業 31 326
業務用機械器具製造業 26 377 MM　　宿宿泊泊業業、、飲飲食食ササーービビスス業業 11,,882200 1144,,005544
電子部品・デバイス・電子回路製造業 32 328 宿泊業 27 305
電気機械器具製造業 51 495 飲食店 1,659 12,618
情報通信機械器具製造業 8 71 持ち帰り・配達飲食サービス業 134 1,131
輸送用機械器具製造業 13 68
その他の製造業 38 419 NN　　生生活活関関連連ササーービビスス業業、、娯娯楽楽業業 11,,112288 66,,555566

洗濯・理容・美容・浴場業 817 3,052
FF　　電電気気・・ガガスス・・熱熱供供給給・・水水道道業業 33 8844 その他の生活関連サービス業 149 1,130

電気業 － － 娯楽業 162 2,374
ガス業 1 72
熱供給業 － － OO　　教教育育、、学学習習支支援援業業 440022 77,,778877
水道業 2 12 学校教育 51 3,946

GG　　情情報報通通信信業業 336622 88,,994433 その他の教育、学習支援業 351 3,841
通信業 7 60 PP　　医医療療、、福福祉祉 11,,002266 1144,,992244
放送業 － － 医療業 776 9,497
情報サービス業 140 4,811 保健衛生 9 256
インターネット付随サービス業 43 2,607 社会保険・社会福祉・介護事業 241 5,171
映像・音声・文字情報製作業 171 1,463
情報通信業内格付不能 1 2 QQ　　複複合合ササーービビスス事事業業 2244 116622

HH　　運運輸輸業業・・郵郵便便業業 9999 44,,331144 郵便局 23 159
鉄道業 4 223 協同組合（他に分類されないもの） 1 3
道路旅客運送業 25 1,604 RR　　ササーービビスス業業（（他他にに分分類類さされれなないいもものの）） 550011 88,,990000
道路貨物運送業 55 1,577 廃棄物処理業 11 115
水運業 1 75 自動車整備業 32 177
航空運輸業 － － 機械等修理業（別掲を除く） 41 706
倉庫業 2 7 職業紹介・労働者派遣業 36 1,894
運輸に附帯するサービス業 11 231 その他の事業サービス業 203 4,837
郵便業（信書便事業も含む） 1 597 政治・経済・文化団体 63 466

宗教 86 349
その他のサービス業 26 350

   サービス業内格付不能 3 6

平成28年6月1日現在。 「平成28年経済センサス-活動調査」による（公務は調査対象外のため含まない）。
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第６－４表　目黒区商店街一覧表

合計 66 商店街 令和 4年 1月 1日現在。

　区内には、東横線、目黒線の駅周辺をはじめとして 66 の商店街が形成されており、区では、

これら商店街の活性化を目指してソフト・ハードの両面からその活動を支援している。

第第６６－－４４表表  目目黒黒区区商商店店街街一一覧覧表表 

 

商店街地区割 商店街名

駒場・大橋地区

商店街

駒場東大前商店会、池尻大橋駅前商店会、六三商栄会、蛇崩商栄会、

駒場野商店会

中目黒地区

商店街

中目黒駅前商店街振興組合、中目黒駅西銀座商店街振興組合、

中目黒ＧＴプラザ商店会、目黒銀座商店街協同組合

目黒地区

商店街

権之助坂商店街振興組合、大鳥前商栄会、目黒不動商店街振興組合、

清水商店会、大鳥前元競馬場通り商店街振興組合、

油面地蔵通り商店街振興組合、中央中通り商店会、清水稲荷通り共栄会

祐天寺地区

商店街

祐天寺商店会、祐天寺みよし通り商店会、祐天寺栄通り商店街振興組合、

昭和通り商交会、五本木一丁目商店会、五本木商店会

学芸大学地区

商店街

学芸大学西口商店街振興組合、公園通り商栄会、

学芸大学東口商店街振興組合、東急ショッピング コリドール会、

学芸大学本通商店街振興組合、学大十字街商店会

洗足地区

商店街

洗足商店街振興組合、洗足学園通り新栄会、洗足北共栄会、共栄会

西小山地区

商店街

目黒平和通り商店街振興組合、目黒本町五丁目栄通り商店会、

武蔵小山西口商店街振興組合、西小山商店街振興組合、

西小山ニコニコ通り商店会、えびす通り商店会、西小山弁天通り睦会、

平和通り商店街西部会、寿会、東天地振興会、八光会商店街

都立大学地区

商店街

大岡山地区

商店街

柿の木坂商和会、富志美会、都立大学本通り親和会、平町商店街振興組合、

トリツフードセンター、八雲通り共栄会、

大岡山北本通り商店街振興組合

自由が丘地区

商店街

自由が丘商店街振興組合、自由が丘南口商店会、自由が丘美観商店街、

自由が丘広小路会、自由が丘銀座会、自由が丘事業協同組合、旭会、

自由が丘中央会、自由が丘駅前中央会、自由が丘一丁目睦会、

自由ヶ丘ひかり街協同組合、自由が丘しらかば通り会、

自由が丘サンリキ会、緑が丘二丁目商店会、八中前商店会

合計 商店街 令和 年 月 日現在。
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第６－５表　産業分類別商店数・従業者数および年間販売額

第６－６表　従業者規模別事業所数および従業者数の推移

①年間販売額は端数処理をしているため、総数は一致しない。　　　②Ｘは秘匿数。

③商店数及び従業者数には、管理、補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類の格付不能の事業所などは含まない。

④従業者数は、「個人事業主」、「無給家族従業者」、「有給役員」及び「常用雇用者」の計であり、臨時雇用者は含めていない。

　平成 19 年及び平成 26 年は「商業統計調査」により、平成 24 年及び平成 28 年は「経済センサス -活動調査」による。

平成 24 年は 2月 1日現在、平成 21 年及び平成 26 年は 7月 1日現在、平成 28 年は 6月 1日現在。

小数点以下第 2位を四捨五入したため、構成比は必ずしも 100％とはならない。

表中、「派遣・下請け従業者のみ」の数字は「他からの出向・派遣従業者のみ」の値である。

平成 21 年及び平成 26 年は「経済センサス -基礎調査」、平成 24 年及び平成 28 年は「経済センサス－活動調査」による。

65_01_6-5表_産業経済・消費生活課.xlsx

商店数
（所）

従業者数
（人）

年　間
販売額

（百万円）

商店数
（所）

従業者数
（人）

年　間
販売額

（百万円）

商店数
（所）

従業者数
（人）

年　間
販売額

（百万円）

商店数
（所）

従業者数
（人）

年　間
販売額

（百万円）

総総 数数 22,,885500 2244,,221111 11,,005522,,220088 総総 数数 11,,881188 1166,,112200 884411,,881199 22,,000022 1199,,115522 11,,001177,,776655 22,,113322 2200,,110000 11,,114400,,223322

卸 売 業 578 8,773 779,641 卸 売 業 465 6,356 638,259 500 8,398 786,437 530 8,092 850,816

小 売 業 2,272 15,438 272,567 小 売 業 1,353 9,764 203,560 1,502 10,754 231,328 1,602 12,008 289,416

各種商品 4 729 20,494   各種商品 2 550            X 2 515            X 3 516 15,964

織物、衣類、
身の回り品 559 2,052 26,560

織物、衣類、
身の回り品 290 1,008 15,949 323 1,129 17,959 348 1,437 24,195

飲食料品 666 6,198 94,307   飲食料品 397 3,968 63,828 415 4,297 65,871 467 5,147 91,740

自動車・
自転車等 71 843 42,767   機械器具 107 1,180 49,428 106 798 53,912 121 964 69,134

家具、建具、
什器 217 959 27,082   その他 523 2,693            X 607 3,765            X 604 3,310 72,465

その他 755 4,657 61,357 　無店舗 34 365 8,435 49 250 6,891 59 634 15,919
①年間販売額は端数処理をしているため、総数は一致しない。　　　②Ｘは秘匿数。
③商店数及び従業者数には、管理、補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類の格付不能の事業所などは含まない。

平成19年及び平成26年は「商業統計調査」により、平成24年及び平成28年は「経済センサス-活動調査」による。

第第６６－－５５表表　　産産業業分分類類別別商商店店数数・・従従業業者者数数おおよよびび年年間間販販売売額額

平成19年6月1日 産業
分類別
(第12回
改定)

24年2月1日

④従業者数は、「個人事業主」、「無給家族従業者」、「有給役員」及び「常用雇用者」の計であり、臨時雇用者は含めていない。

26年7月1日

産業
分類別

28年6月1日

65_02_6-6表_産業経済・消費生活課.xlsx

実　数
（所）

構成比
（％）

対前回
増加率
（％）

実　数
（所）

構成比
（％）

対前回
増加率
（％）

実　数
（所）

構成比
（％）

対前回
増加率
（％）

実　数
（所）

構成比
（％）

対前回
増加率
（％）

事事業業所所数数

総総　　数数 1122,,770077 110000..00 00..88 1100,,995555 110000..00 △△  1133..88 1122,,221111 110000..00 1111..55 1111,,338899 110000..00 △△  66..77

1～4人 7,346 57.8 △ 1.1 6,366 58.1 △ 13.3 6,969 57.1 9.5 6,482 56.9 △ 7.0

5～49人 4,938 38.9 4.5 4,222 38.5 △ 14.5 4,814 39.4 14.0 4,536 39.8 △ 5.8

50～99人 227 1.8 △ 0.4 188 1.7 △ 17.2 221 1.8 17.6 188 1.7 △ 14.9

100～299人 133 1.0 20.9 110 1.0 △ 17.3 119 1.0 8.2 96 0.8 △ 19.3

300人以上 42 0.3 5.0 41 0.4 △ 2.4 44 0.4 7.3 37 0.3 △ 15.9

派遣・下請
従業者のみ 21 0.2 △ 73.8 28 0.3 33.3 44 0.4 57.1 50 0.4 13.6

従従業業者者数数

総総　　数数 114400,,998800 110000..00 88..33 112288,,000077 110000..00 △△  99..22 114411,,113322 110000..00 1100..33 112222,,446666 110000..00 △△  1133..22

1～4人 16,401 11.6 △ 0.7 14,364 11.2 △ 12.4 15,412 10.9 7.3 14,357 11.7 △ 6.8

5～49人 62,544 44.4 7.3 51,672 40.4 △ 17.4 59,733 42.3 15.6 56,757 46.3 △ 5.0

50～99人 15,721 11.2 △ 1.2 13,304 10.4 △ 15.4 14,991 10.6 12.7 12,899 10.5 △ 14.0

100～299人 20,830 14.8 16.3 17,234 13.5 △ 17.3 19,426 13.8 12.7 15,163 12.4 △ 21.9

300人以上 25,484 18.1 18.0 31,433 24.6 23.3 31,570 22.4 0.4 23,290 19.0 △ 26.2

小数点以下第2位を四捨五入したため、構成比は必ずしも100％とはならない。

平成24年は2月1日現在、平成21年及び平成26年は7月1日現在、平成28年は6月1日現在。

表中、「派遣・下請け従業者のみ」の数字は「他からの出向・派遣従業者のみ」の値である。
平成18年は「事業所・企業統計調査」、平成21年及び平成26年は「経済センサス-基礎調査」、平成24年及び平成28
年は「経済センサス－活動調査」による。

28年

第第６６－－６６表表　　従従業業者者規規模模別別事事業業所所数数おおよよびび従従業業者者数数のの推推移移

平成21年 24年
従業者
規模別

26年
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第６－７表　産業中分類別事業所・従業者数および製造品出荷額等

第６－８表　農家数の推移

Ｘは秘匿数。出荷額等については端数処理をしているため、総数は一致しない。

平成 20 年は「工業統計調査報告」、その他は「経済センサス -活動調査」による。

農林業センサスによる。

各年 2月 1日現在。

66_01_6-7表_産業経済・消費生活課.xlsx

第第６６－－７７表表　　産産業業中中分分類類別別事事業業所所・・従従業業者者数数おおよよびび製製造造品品出出荷荷額額等等

事業
所数
（所）

従業
者数
（人）

出荷額等
（百万円）

事業
所数
（所）

従業
者数
（人）

出荷額等
（百万円）

事業
所数
（所）

従業
者数
（人）

出荷額等
（百万円）

総総　　数数 445599 33,,991177 6688,,339911 337700 33,,991144 6644,,993366 332255 22,,884499 5544,,335500

食料品製造業 29 575 8,256 24 507 7,143 25 417 7,104

飲料・飼料・たばこ製造業 0 0 0 0 0 0 1 4 X 

繊維工業 17 62 268 15 45 253 18 73 1,253

木材・木製品製造業 2 4 Ｘ 2 2 X 1 4 X 

家具・装備品製造業 11 21 271 10 44 427 9 43 874

パルプ・紙・紙加工品製造業 5 23 187 5 16 120 8 26 156

印刷・同関連産業 52 372 4,893 42 317 5,862 37 266 4,369

化学工業 7 81 1,877 6 66 1,974 4 56 568

プラスチック製品製造業 35 161 3,145 26 93 973 17 101 1,404

ゴム製品製造業 1 2 Ｘ 1 18 X 1 3 X 

なめし皮・同製品・毛皮製造業 2 5 Ｘ 2 3 X 3 6 40

窯業・土石製品製造業 4 26 1,542 6 31 1,507 4 26 1,932

鉄鋼業 1 17 Ｘ 2 23 X 0 0 0

非鉄金属製造業 7 42 523 6 92 1,489 5 29 377

金属製品製造業 69 444 6,979 56 363 6,241 44 257 5,258

はん用機械器具製造業 26 185 2,999 14 136 2,518 13 177 2,886

生産用機械器具製造業 39 320 6,609 32 573 6,838 26 302 6,522

業務用機械器具製造業 28 262 3,124 20 256 3,297 19 233 3,176
電子部品・デバイス・
電子回路製造業 26 203 2,578 20 421 8,212 21 126 1,216

電気機械器具製造業 58 527 9,439 45 396 6,623 35 321 5,134

情報通信機械器具製造業 9 242 5,976 3 23 176 5 48 950

輸送用機械器具製造業 10 75 849 9 179 5,034 6 37 547

その他の製造業 21 268 9,193 24 310 5,665 23 294 9,729

Ｘは秘匿数。出荷額等については端数処理をしているため、総数は一致しない。

平成20年は「工業統計調査報告」、その他は「経済センサス-活動調査」による。

産業中分類別
（第12回改定）

27年23年平　成　20年

66_02_6-8表_産業経済・消費生活課.xlsx

平成 12

17

22

27

令和 2

農林業センサスによる。
各年2月1日現在。

第第６６－－８８表表　　農農家家数数のの推推移移

年度 農家数（戸）

8

12

13

14

17


